
罷·:［し；［言，：r：i~1)[改]]ll：）いi~言言
SNSをうまく活川した政党や候補者が想定以J・.

の漿を得，その影評力を見せつけられた。要ltl
について多くの識者がエコーチェンバー現象

を指摘している（）

SNSでは， I＇l分と似た邸見や関心をもつユー

ザ‘-MI：かつながるので．異なる、な見ははじか

れ．［1分の紅見が増111闊・強化される（，その結果，

圃じ思考やi義を持つ者圃l：がつながり， 見解

か極端化・先鋭化する，）結

果としてII論が二極化し，

社会の分断につながな

うも1は側は，投稿した勁両

の閲屁数に応じて広告収入

が得られるので発伍内容

が判味を引くよう極端かつ

過激になりがちである r，そ

こにtii：悲などの私梢が加わ

るとさらに過激化し金稼

ぎの「とんでも 1岱謁溢いが

生まれる(')

かくしてSNS窄il1]には，

1i実に）店づかないフェイク

ニュースや｝渇閂雑げの類が

あふれかえることになる。

蚊火のIIll題は，そのようなけ．＂＇化が現実の選挙や

政府の政策に大きな影罪を仔えることだ。

岸川減税がそうである。｝やll1竹相（当時）に

つけられた「増税メガネ」というレッテルを避

けようと， 2023年10月に定額減税の実施を）汁突

に表明した。 卜分な検討や準備なく行ったので，

減税と給付をどのようにつなぐのか地）j公共

団体や民間企業などヒ転八倒の苫労が今I,iまで

続いている (9

米年疫税制改正の最大の焦｝、1(となった 1l03 
)jP1の村［」の議論も増幅したのはSNSだ。最初

は枯礎控除のインフレJ訊夜の話だったが，大学

生のアルバイトのiiit（親の扶毅控除）にも広が

った（）さらには社会保険料の横の問題にも飛び

火し．JWl:.、労働省は106}J1リの峨を撒廂するこ

との検i寸を始めた。
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では，実際の政策述‘i的に大きな影評をかえる

SNSの過剰な煽りを避けるためにはどうすべき

か。ifi:要なことは，誤・った1i実に駐づくキャッ

チーな梢恨や都合の良い論郎が1分なフィルタ

ーもなく拡散し，j見）この政策決定に）ゞきな影評

をサえることを避けるためのファクトチェック

だ。先ほどの「贈税メガネ」の話にJ)以ると，）岱

Ill許相が具体的に妍税を指ぷした1i実はない(')
骨太の方針で退職金課税の見直し検討が;i[かれ

たり，既定路線のインポイス禅人などに引っ掛

けた印象採作であるt・，

r 現在，「減税す1しば増収に

なる」「失われた30年は財

務省の緊縮財政のせいだ」

などのは説かSNSにあふれ

ているがこうしたふ説の

正確性のチェックは，1；りi"j

家でなければできない。欧

米には大規模の妍規政策

を行う場合， どの程度の財

源が必要で．その手‘りをし

なければ財政赤字がどうな

るのかなどを，政府の立場

を離れて客観的に打（濱Iする

機関がある（｝政1付から独立

して客観的なデータに駐づ

いて経済を分析する「独立財政機関lであるi-,

米IJiでは，政策幼果を大きく見せたいとする

政）｛、｝の行政窄i屯llffihu (0MB) と． 1if能な限

り客観的な見梢もりに撤しようとする独立財政

機関である米議会］衿訂rJ(CB()) との間で異

なるiif紅ilが提出されl1'l.L心的な議論か行われる G

如 Iiiでは，独ヽ ＇［財政監視機関としてf籾貨{f:),J

(OBR)が設ゞ！：され，政府から独立した立場で

経済や財政を分析している。

わが国でも．独立財政機関の(ill設を ll指す超

党派の議貝連盟が発足しており，経済lIil)人会や

閏西経済連合会など民1li]からも設立に阿けた提

ばが出されているi，財務省は削極的だが，財政

健令化に役立つなら，財務省が反対するJ、Jl!Il-lは

なしヽはずだ。フェイ・クニュースの飛び交うSNS

の時代，設立にj11Jけた楓けが叩まれる{J
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